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研究成果の概要（和文）：本研究では，股関節外転における運動の速度と範囲を任意に調整でき

る新装置を作製し，装置を含めた計測システムを用いることで被験者の股関節内転の力を計測

した。その結果，健常成人において拮抗筋に電気刺激を加えることで最大発揮力が減少した．

一方、寝たきり高齢者では速い速度の運動にて力が小さくなった． 
 
研究成果の概要（英文）：In this research，we produced a new device which can adjust 
optionally the speed and the range of motion in the hip abduction and measured the force of 
the subject's hip adduction by using the measurement system including the device. As a 
result, the maximum force was decreased by adding an electric stimulation to antagonistic 
muscle in healthy adults. On the other hand, motion with fast speed made force small in 
bedridden old men. 
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１．研究開始当初の背景 
本邦には要介護度 5 の該当者をはじめ，医療

療養病床など医療保険領域で相当する患者

を含めると，多くの寝たきりに近い状態の高

齢者がいる．臥床期間が長引いている高齢者

の多くは，大なり小なり関節可動域制限を有

しており，股関節に制限をきたせば，自ら座

る・立つ・歩くことが困難となり，重度にな

ればオムツ交換等の介護において問題が生

じる．過去，研究代表者は，股関節可動域角

度とオムツ交換の関係性について調査し，得

られた知見を基に，臨床にて可動域制限の進

行予防及び改善に着手してきたが困難であ

った．その原因として，持続伸張を中心とす

る他動運動を行った際に認める股関節屈

曲・内転筋群の明らかな過剰収縮が考えられ

た．この過剰収縮は股関節外転・伸展方向の

他動運動を困難にするものであった(図１)． 
持続伸張は筋緊張抑制効果が期待できる手

技として報告されているが，重度な股関節可

動域制限へ進行するようなケースにおいて

股関節屈曲・内転筋群の過剰収縮を抑制する

ことは困難であった．そこで重度な関節可動

域制限に対する治療に今必要なことは，他動

運動時の過剰収縮について分析し，その抑制

方法を提案・検討した上で関節可動域治療シ

ステムを刷新することである． 
 
２．研究の目的 
股関節外転における運動の速度と範囲を任

意に調整できる新装置（以下，股関節外転運

動装置）を作製し，その運動実施下において，
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対象者が発揮する内転及び屈曲方向への力

の計測が可能なシステム（以下，計測システ

ム）を構築する．次に股関節外転運動装置お

よび Electrical Muscle Stimulation 機器（以

下，EMS 機器）を用い，股関節外転運動に

おいて生じる内転筋群の過剰な収縮を抑制

しうる他動運動条件を明らかにすることで

ある． 
 

３．研究の方法 
（１）股関節外転運動装置の作製と計測シス

テムを構築する．股関節に対して安定的に他

動運動を提供するために，機械装置を力源と

する股関節外転運動装置を作製し，計測シス

テムの構築を目指す．以下に股関節外転運動

装置を含む計測システムの要求仕様を挙げ

る．①対象者の股関節を外転方向へ他動的に

運動させることができる．②他動運動の速度

と範囲を任意の値に設定できる．③対象者が

屈曲及び内転方向へ力を発揮した際に，その

力を計測できる．④様々な対象者の身長，体

型，股関節屈曲角度に適応できる．⑤持ち運

びが可能で，ベッドへの脱着ができる．⑥対

象者の安全を確保できる．以上を達成するた

めに，単軸ロボット，パーソナルコンピュー

タ，小型ロードセル，データー集録処理器，

計測ソフトウェア，ベッド柵，ステンレス板

を組み合わせ計測システムを構築する． 

（２）股関節内転 10°位から内外転 0°位ま

での他動的股関節外転運動時における内転

方向への最大発揮力（平均値）を減弱させる

条件を探索する．健常成人 8 名(8 肢)を対象

に他動的股関節外転運動を実施し，それに対

抗するように最大限の力で股関節内転運動

を実施させる．他動運動条件として，遅い角

速度 2[deg/sec]（以下，slow），普通の角速

度 7[deg/sec]（以下，normal），速い角速度

12[deg/sec]（以下，fast），電気刺激を行い

ながら普通の角速度で動かす条件（以下，es 

＆normal）の 4つを設定する．角速度につい

ては理学療法士の経験に基づき決定した．ま

た，電気刺激を与える際，発信周波数 2.7

［kHz］，パルス幅 5.6［μsec］の EMS 機器を

使用し，出力電流を 40［mA］まで上昇させる．

出力電流は痛みに耐えられる上限を考慮し

決定した．下肢の屈曲内転拘縮を想定し他動

運動の開始肢位を股関節屈曲 60°かつ内転

10°位とする．また，同肢位で外転作用が期

待できる大腿筋膜張筋走行部を電気刺激部

位とする． 

（３）大腿筋膜張筋への電気刺激による股関

節内転筋群への相反抑制効果を検証する．健

常成人 8名(8肢)に股関節屈曲 60°かつ内外

転 0°位にて，最大限の力で股関節内転運動

を等尺性収縮で行わせる．その際，大腿筋膜

張筋に電気刺激を行った直後と行わなかっ

た場合の内転筋群の筋放電量を計測し相反

抑制の可能性について検証する．電気刺激に

ついては，（１）と同じ条件を用いる． 

（４）計測システムを用いて，寝たきり高齢

者における他動的股関節外転運動に関わる

抵抗値を減少させる条件を探索する．寝たき

り高齢者 7名（10 肢）において，股関節を内

転位から外転位へ他動的に運動させ，内外転

0°位に達した直後に生じる抵抗力を調査す

る．他動運動条件は，（２）と同じ条件を用

いる．ただし，電気刺激における出力電流は，

各対象者の表情を見ながら，上限を設定する．

（５）寝たきり高齢者の股関節内転筋群活動

に対する大腿筋膜張筋への電気刺激効果を

検証する．寝たきり高齢者 7 名（10 肢）の股

関節を内外転 0°位にて保持し，大腿筋膜張

筋に電気刺激を行った直後と行わなかった

場合の内転筋群の筋放電量を計測する．電気

刺激については，（４）と同じ条件を用いる． 

 

４．研究成果 

（１）股関節外転における運動の速度と範囲

を任意に調整できる新装置を完成させた（図

2）． 

（２）健常成人における内転運動方向への最

大発揮力を最も減少させる条件が es＆

normal であることが示唆された（図 3）． 

（３）健常成人にて，最大随意等尺性収縮に

おける股関節内転筋群の筋放電量を，電気刺

激直後と電気刺激無しで比較した結果，電気

刺激直後にて低値を示し，相反抑制が生じて

いることが示唆された（図 4）． 

（４）寝たきり高齢者における他動的股関節

外転運動直後，すなわち股関節内外転 0°位

に達した時点での抵抗値は，fast にて小さく

なった（図 5）． 

（５）寝たきり高齢者の大腿筋膜張筋へ電気

刺激（22.4±6.8 mA）を行った場合，電気刺

激を行わなかった場合と比べて股関節内転

筋群の筋放電量に有意差は認めなかった（図

6）．この原因として，対象者が意思表出困難

であり，出力電流を小さく設定せざるを得な

かったことが挙げられる． 

図１ 股関節可動域制限 

他動的に股関節を開いても内転筋

群の収縮により拮抗し不動に近い

状態を呈する．結果として拘縮の

進行を招く． 
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図２ 計測システム 

股関節外転方向へ任意の速度，範囲で

動かすことが可能． 

図３ 他動運動試行条件別の平均最大発揮力 

es＆normal にて最大発揮力が減少した． 

図４ 健常成人(８肢)における筋放電量 

電気刺激無し(off)の筋放電量を 100％と

して，電気刺激有り(on)を相対値で示し

た．on にて筋放電量が減少した． 

図５ 他動運動直後における試行条件別抵抗値 

Fast にて抵抗値が低値を示した． 

図６ 寝たきり高齢者(10肢)における筋放電量 

電気刺激無し(off)の筋放電量を 100％と

して，電気刺激有り(on)を相対値で示し

た．両群に有意な差を認めなかった． 
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